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政策提言書

総 務 環 境 委 員 会

政策提言（概要）

森林・環境資源を

基軸とした産業

構造の高度化と

の連動性と、共生

を意識した地域

づくり

森林や環境を基軸とした産業構造の高度化を達成するためには、相互

に補完し合う三つの視点から、地域社会全体の協力と発展を促進するこ

とが重要である。すなわち、施策間連携を促す産学官金労言士による連

携体制の強化、脱炭素の取組みを後押しする市民意識の醸成、そして地

域間連携を深化させる再生可能エネルギー事業を基軸とした地域循環

型社会の実現である。

これらの取組を通じて、共生を意識した地域版ＧＸ（グリーントラン

スフォーメーション）の推進を図り、最終的には「住んでよし、訪れて

よし」という飛騨高山らしい地方創生の姿を体現する、持続可能な社会

の構築を目指すべきである。

よって、森林資源や地域資源を最大限に活用しながら、地域内外の多

様な主体が連携し、ＧＸと地方創生の好循環を実現するため、以下のと

おり提言する。

（１）環境保全に加え環境活用を見据えた産業構造の高度化との連動

性を意識した「産学官金労言士」（産業界、学術界、行政、金融機

関、労働組合、言論界、士業）等による連携体制の強化

（２）森林や環境に対する意識の醸成を高め、市民との一体感を強化し、

地域への還元策を推進する地域版ＧＸへの仕組みづくりの構築

（３）再エネ事業を基軸とした地域循環型社会の実現

項 目 内 容

背 景

国は令和７年度予算の重要ポイントとして、今後ＤＸによる電力需要増

に対応するなど、地方創生と合わせたＧＸ２０４０ビジョンを示した。Ｇ

Ｘ実行会議におけるＧＸ産業立地として（１）脱炭素電源等の活用を見据

えた産業集積の加速（２）地域裨益型・地域共生型で地方創生に資する地

域脱炭素の推進（地域ＧＸ）とある。経済産業省及び資源エネルギー庁の

調べによると、岐阜県は水力発電事業化に向けての導入ポテンシャルが全

国３位と高い評価を受けている。また岐阜県新知事マニフェストには、山

林や堆肥などを活用したクリーンエネルギーの供給についても示されて

おり、これらは２０３０年のゴールを目指すＳＤＧｓによる世界の取組

や、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて国・県においてもト

ランジション（転換期）を捉え、新たなステージへの構築を目指すといっ

た動きが読み取れる。

高山市においては、令和５年１１月７日岐阜県内初となる脱炭素先行地

域に選定され、その主な取組として『５年間の脱炭素先行地域事業におい

て、小水力発電所１０か所を整備し、小水力発電所周辺町内会及び旧町村

役場周辺へ電力を供給するなど、自然エネルギーの地産地消と地域経済循

環による地域課題の解決につなげます。２０３０年以降は、小水力発電所

の増設や飛騨高山電力株式会社による卒ＦＩＴ電源の受入により、中心市

街地をはじめ他の市域に電力を供給し、２０５０年市全域のゼロカーボン

に向けて取組を広げます。』としている。
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背 景

現在市と共同提案者が示す資料によると、市域内１０か所での小水力発

電所の建設が計画されているが、これらによって電力が賄える世帯数はま

だまだ限定的である。また共同提案者は事実上１社に限定された現状が見

受けられるが、国の示す地域裨益型・地域共生型で地方創生に資する地域

脱炭素の推進（地域ＧＸ）には、全市的なトランジションの意識共有と、

地域裨益型・地域共生型となる※成長志向型カーボンプライシング構想、

地方創生に資する着実な事業の遂行と共に、２０５０年ゼロカーボンシテ

ィの実現に合わせ、市の目指す「住んでよし、訪れてよし」の持続可能な

地域の実現には、森林や環境を活かした多分野・各種産業との連動性から

なる更なる磨き上げや、再エネ事業を基軸とした地域循環型社会の構築な

ど、飛騨高山のポテンシャルを活用し、飛騨高山らしさを意識した文化や

暮らしとの調和には、全市的な取組による確立を目指し、世界が注目する

国際観光都市としての価値を示されたい。

※ 成長志向型カーボンプライシング構想：２０３０年度の温室効果ガス

４６％削減、２０５０年のカーボンニュートラルという国際公約の達成を

目指しつつ、産業競争力の強化と経済成長を目指すという構想

目 的

◇国が示す「ＧＸ２０４０ビジョン」により分野別投資戦略が改定され、

ＧＸ経済移行債により、官民のＧＸ投資へ強力に支援するとある。また

日本のエネルギー政策において『Ｓ＋３Ｅ』の達成が重要となり、複数

のエネルギー源を組み合わせて多層的なエネルギーの供給構造への実

現による、長期的な視点に立った産業構造の高度化や、産業立地への検

討もあることから、高山市として地方創生に資する自主性と創意工夫に

基づき、エネルギーの安定供給確保、経済成長、脱炭素の同時実現を目

指し、取り組むＧＸに係る事案を、全庁的に見直し連携体制を整える。

２０５０年ゼロカーボンシティの実現には「産学官金労言士」等で構成

する推進組織による、方向性や具体案について審議・検討するなど多く

の意見が反映されることが重要と捉える。

『Ｓ＋３Ｅ』

安全性・Ｓａｆｅｔｙ 安定供給・Ｅｎｅｒｇｙ Ｓｅｃｕｒｉｔｙ

経済効果・Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ

環境適合・Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ

◇森林・環境保全と活用調和への市民意識の醸成には、市の姿勢を示すシ

ンボルが有用である。地域への還元策への仕組みづくりには、トランジ

ションを捉えた国・県の動向に合わせ、民間等による新たな技術革新や

経済動向も注視し、市民調和を育む中で、市として調査研究を深め持続

可能な進展を目指す。

◇地域循環型社会の構築において、市域資源を市域で活用する地産地消の

素地となる地域循環共生圏の形成や、恒久的な形動を踏まえた地域裨益

型・地域共生型となる成長志向型カーボンプライシング構想を目指す。

基本的方向

（１）環境保全から環境活用へのシフトによる産業構造の高度化との連動

性を意識した「産学官金労言士」等による連携体制の強化

〇産業構造の高度化への連動性を高めるため、再エネ事業プラットフ

ォームの構築を図り、様々な知見の活用となる事業者との連携を保

ち、事業スキームの構築や可能な調査結果をオープンデータとして
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基本的方向

公開し、民間事業者や住民との共同事業の検討材料とする。

◇環境活用を起点とした再エネ事業開発に伴う課題点には以下が挙

げられる。

・山林・河川等での災害リスク ・建設後の維持・管理体制

・利害関係者の意思疎通（同意書等） ・各種利権の転売

・事業内容の不一致 ・住民自治区、行政との協力体制の確立

資料① 参考人招致資料

ＧＸ２０４０ビジョンが示すＧＸ経済移行債等による官民のＧ

Ｘ投資といった背景を受け、今後更なる投資案件や収益を目的とし

た事業転換が図られると予測される。高山市には森林・環境や山岳

等地形を活かしたエネルギー資源、固有文化や財産が共存した観光

資源があり、投資や収益を目的とする新たな計画・事業も期待され

る一方で、「住んでよし・訪れてよし」の理念に準ずることが不可

欠である。脱炭素に関わる事業においては、各施設・構造物建設に

よる災害リスク等を踏まえ、事業継続へのリスクヘッジにおいて

は、候補地選定から事業プラン（事業性評価・資金調達・維持管理

等）までの作成の義務化や、利害関係者との意思疎通の明確化・各

種利権の転売等を防ぐ意味においても、再エネ事業開発における地

元事業者の参入を促す事業の分業化となる事業スキームを構築し、

乱開発を防ぐこと。

また環境活用を起点とした様々な事案が複雑に絡み合うことか

らも、市の全庁的かつより強固な連携は基より、専門的知見の活用

となる設計者やアドバイザー選任においても、事業の連動性からな

る各種課題に対する、レジリエンスなスキルが必要であると考え、

総合的な知見の活用とコンセンサスの確立からも「産学官金労言

士」等による、再エネ事業プラットフォームの構築は有効であり、

効率的かつ検証可能で恒久的な方法で記録するオープンな分散型

台帳の存在は、様々な課題や問題を未然に防ぐ効果があると考え

る。

資料② 国のＧＸビジョン

〇２０５０年のゼロカーボンシティ実現には、国の補助期間終了後も

自走・発展する仕組みが重要であり、そのために今後５年間で明確

なベクトルを設定し、展開と方向性を示す必要がある。また市民が

脱炭素事業を自分事と捉えられる基盤を作るため、再生可能エネル

ギーの発電量や脱炭素方針、目指す将来像を「見える化」し、１０

年ごとの目標値と具体的なロードマップを提示することで、市民の

理解と参加を促し、持続可能な地域社会を実現する。

◇市が展開と方向性を明示することは、短期的な施策の進捗だけでな

く、地域全体の未来を支える基盤を構築する重要なステップであ

り、計画の実効性と持続性を高めるために極めて重要であると考え

る。

・長期的視点の共有：明確な方向性を示すことで、市民、企業、行政

が同じ目標に向けて取り組むための基盤を整備できる。これによ

り、具体的な施策や投資の優先順位が明確化する。
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基本的方向

・補助期間後の持続性確保：国の補助終了後も地域独自の取組を継続

するには、事業の採算性や資金調達方法を含む経営戦略が求められ

る。自立的に発展する仕組みを持つことで、外部支援に依存せず、

地域内での循環型経済の構築や安定的な事業運営が可能となる。

・市民の意識向上と協力体制強化：明確な方針があることで、各分野

のステークホルダーが役割を理解し連携しやすくなる。またベクト

ルが明確になることで、市民が具体的な取組に参加しやすくなり、

地域の一体感や連帯感が醸成される。

・信頼性と透明性の確保：明確な方向性と進捗情報を公開することで、

政策への信頼が高まり、行政と市民、企業間の連携が強化される。

具体的な目標値とロードマップにより、計画的かつ効率的な脱炭素

化を実現し、２０５０年の目標達成が現実のものとなる。

資料③ 名取市の実例

〇現在実施中の小水力発電や木質バイオマスの活用、次世代型太陽電

池発電に加え、未利用の森林資源、農産物や食品残渣、牛糞の利活

用なども期待でき、カーボンニュートラルに寄与する。新たなエネ

ルギー源であるバイオコークスについても積極的に展開していく。

◇バイオコークス導入の可能性について

バイオコークスは、木質バイオマスや農業副産物などの有機資源

を高温高圧で圧縮成形した固形燃料であり、石炭コークスの代替品

として注目される新燃料である。日本国内では、幌加内町がそば殻

を原料とした低コストバイオコークス製造技術の実証事業を進め

ている。また飛騨圏域のバイオコークス製造事業者が市内に本社工

場の建設を進めており、既に製鉄業やボイラー燃料としての利用と

有効性について実証が行われている。本市におけるバイオコークス

活用のメリットとして、以下が考えられる。

・未利用資源の有効活用：地域内の森林資源や農業副産物を原料とす

ることで、廃棄物の削減と資源の有効利用が可能になる。

・ＣＯ₂排出量の削減：バイオコークスは化石燃料の代替として使用

することでＣＯ₂排出量の削減に寄与することが出来る。

・地域経済の活性化：バイオコークスの製造・供給に関連する新たな

産業や雇用の創出が期待出来る。

また災害時、避難所での燃料としても活用が期待できる。

資料④ バイオコークス資料（幌加内町、ＡＥＪ株式会社）

◎環境保全の枠を超え、環境を積極的に活用することで持続可能な産

業構造を形成する。これは単なる保護活動にとどまらず、環境技術

の革新や新たなビジネスモデルの創出を促進し、産業の高度化を加
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基本的方向

速させることが期待できるものである。またそのためには再生可能

エネルギーの導入や環境負荷低減に資する技術の開発・実装が不可

欠である。産学官金労言士を通じて、多様なステークホルダーが協

力し、環境対応技術や政策を実現する。これにより、企業、研究機

関、政府、金融機関の協力が新たな産業の創出や既存産業の脱炭素

化を加速させる。

（２）森林や環境に対する意識の醸成を高め、市民との一体感を強化し、

地域への還元策を推進する地域版ＧＸの仕組みづくりの構築

〇Ｊ－クレジット制度やカーボンオフセットを活用して、山林を資源

化する。

◇本市の森林政策において、Ｊ－クレジット制度やカーボンオフセッ

トを活用し森林を高付加価値化することは、地域の環境保全と経済

発展を同時に実現する有効な手段である。森林を資源化し、ＣＯ₂

吸収量を経済的価値に変換することで、地域資源を有効に活用する

基盤の構築を目指すことができる。また企業との協働が促進され、

地域外からの資金流入も併せて期待できる。手続きと運用の複雑

性、市場リスク、森林管理の持続性などの課題があるため、行政の

リーダーシップ、長期的な視点での計画立案と住民・関係者間の協

力体制の構築が必須だが、Ｊ－クレジット制度やカーボンオフセッ

トを活用した森林の資源化は、地域の環境政策と経済発展を両立さ

せる強力な手段であると考えるため、導入を検討されたい。

・経済的価値の創出：Ｊ－クレジット制度により、山林のＣＯ₂吸収

機能を市場価値化でき、収益を得ることで森林管理や再生への再投

資が可能となる。

・地域間連携の促進：カーボンオフセットを通じて、地域内外の企業

や自治体と協働が進み、環境意識の共有、広域的な脱炭素ネットワ

ークを形成できる。

・雇用機会の創出：森林管理やクレジット関連業務を通じて、新たな

雇用の創出や地域住民の所得向上が期待できる。

資料⑤ Ｊクレジットの活用

〇高山駅西地区複合・多機能施設を市産材を活用し、ＣＬＴ工法等を

用いた木造・木質建築とし、ペロブスカイト太陽電池などの再エネ

における新技術を取り入れ、今事業のシンボルとして森林活用、環

境意識の啓発、醸成を行う。

◇ＣＬＴ工法は、環境保全、地域活性化、建築性能の向上の観点から

有用な新工法である。木材は炭素を長期間固定し、製造時のＣＯ₂

排出が少なく、環境負荷の低い建築材として注目されている。また、

地域の森林資源を活用することで、林業の振興や雇用創出を通じた

地方創生に貢献できる。さらに、ＣＬＴの軽量性と高い強度により、
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基本的方向

大スパン構造や高層建築にも対応可能で、設計の自由度が高まる。

他地域での事例では、環境配慮型のランドマークとして地域のシン

ボルとなり、観光や地域ブランドの強化に繋がっている。これらの

特性により、ＣＬＴ工法は持続可能な建築の実現に不可欠な技術で

ある。

・地元産材の活用：高山市周辺の森林資源をＣＬＴ建材として利用す

ることで、地域の林業や関連産業の活性化につながる。これにより、

地域の経済基盤を強化し、若者や移住者を引きつける地域モデルの

構築が可能である。また木材需要の増加を通じて、森林管理や製材

業の活性化が期待され、地域に新たな雇用の創出が期待できる。

・炭素の長期固定：木造建築に使用する木材は成長過程で二酸化炭素

を吸収しており、建築物として使用することで炭素を長期間固定す

る。更に再生可能エネルギー設備を施設に導入し、建物全体のエネ

ルギー効率を向上させることで、地域のカーボンニュートラル実現

に向けた姿勢を具体的に示すことができる。

・低炭素建築の象徴：ＣＬＴ建築は、鉄筋コンクリートや鉄骨建築に

比べ、製造時の二酸化炭素排出量が少ないため、持続可能な建築の

実践例となりうる。また高山市の文化や風景に調和した木造建築

は、地域のアイデンティティを強調し、市民、国内外の観光客に「環

境先進地」としてのイメージを発信できる。

資料⑥ 木造・木質化された象徴的な公共施設

◇ペロブスカイト太陽電池導入の可能性について

・経済性の確保：純国産での開発も進み２０２５年からの実用化も見

込まれ、技術革新が進展している。これまでのシリコン型太陽電池

と比べ、低コストの実現・室内照度でも発電可能な技術もあり、更

なる技術の革新、普及に伴って再エネ事業モデルとして採算性の確

保に期待ができる。

・新たな需要創出の可能性：塗布技術で作成でき、フレキシブルで軽

量な太陽電池であり、シリコン型太陽電池と違い廃棄処理への課題

も改善される事からも世界的な需要拡大が期待できる。

・地域経済循環への貢献：市域において新たに設立するＰＰＡ（自家

消費型太陽光発電）事業者、ＳＰＣ（特別目的会社）が事業主体と

なって施工・維持管理及び運用の実施を行うことで雇用創出及び資

金の域内循環への貢献に期待できる。その他に初期投資や維持管理

にコストは掛かるが売電等により比較的短期での投資回収が見込

まれる「自己所有自家消費型」や、事業者から太陽光発電設備を借

りて利用する「リース」といった需要の拡大も期待できる。

※ 脱炭素社会の実現には、再エネ発電のみではなく蓄電池・エネル

ギーマネージメント・ＥＶなどと組み合わせて社会システムを構築

し、周辺環境を整えていく必要がある。
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基本的方向

・コミュニティ×地域活性化×脱炭素による 地域版ＧＸの策定推

進： 重点モデルとして脱炭素による再エネ事業を基軸と捉え、す

でに実施中の事業である地域新電力を活用した小水力事業・木質バ

イオマス事業・ごみ焼却施設発電事業等、それらの需要拡大に伴い、

その他様々な環境施策を多重化することで、環境施策の有用性や意

義の共有を通じて市民参加への機運の高まりが期待できる。ペロブ

スカイト太陽電池発電事業への調査・研究を深め、地域版ＧＸの策

定検討をされたい。

資料⑦ ペロブスカイト太陽光発電

資料⑧：公共施設の屋根貸し事業（飯田市）

①の提言による再エネ事業プラットフォームの実装を皮切りに、宅建

士・建築士など不動産流通の専門家の知見を活かした、省エネリフ

ォーム・リノベーション支援の実装など、定住意向・転出抑制によ

る地域コミュニティの活性化や、空き家流通促進の活性化など、脱

炭素事業・再エネ事業と絡めた複合型コミュニティ形成により「住

んでよし・訪れてよし」の魅力向上が地域版ＧＸへの仕組みづくり

であると考える。

◎森林や自然環境の保護と活用は、地域経済の持続可能な発展に寄与

する。しかしその実現には、市民一人ひとりの環境意識の向上が不

可欠である。地域住民が積極的に森林や自然環境の保護に関与し、

環境に優しいライフスタイルを実践する社会を作る必要があり、環

境教育や市民参加型の活動を通じて、地域住民が環境問題に対する

理解を深め、共に解決策を見出すことが求められる。既存環境団体

の活動に加え、地域への還元策（再エネ発電による収益の地域還元

や環境保護活動へのインセンティブ）を整備し、市民の積極的な参

加を促進する。これにより、地域社会全体で環境問題に取り組む意

識が醸成され、持続可能な地域社会の実現に寄与するものである。

（３）再エネ事業を基軸とした地域循環型社会の実現

〇市として「地域脱炭素を基軸とした（多層的エネルギー供給・重層

的社会システム構築など）エネルギー戦略」を策定する。

脱炭素開発におけるグローバル競争下において、国の施策は総花

的な支援が見て取れる事から、民間独自では戦略的限界もある。地

方自治体として必要な視点は、地域脱炭素を地道に積み上げていく

事。そこから市域の堅調な内需と資金の投与の拡大を促し、ビジネ

スセクター成長への起因となる、地産地消モデルの構築を目指す。

これが国が求める脱炭素事業モデルであり官民連携の基、国内企業

の成長を促しグローバル競争を勝ち抜く手段であると推察する。市

として地に足をつけた「地域脱炭素を基軸とした（多層的エネルギ

ー供給・重層的社会システム構築など）エネルギー戦略」を策定し、

再エネ事業を基軸とした地域循環型社会の実現を目指すための、中

長期的なロードマップを示されたい。
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基本的方向

〇再エネ社会への大きな転換のために、エネルギーシステムのあり方

を地域分散・地域主体に変えていく必要があり、地域の重要なプレ

イヤーとしての役割に、自営発電設備を設置する地域新電力は重要

な役割をもつ存在である。

留意点：市場価格の高騰が続く状況には早急な改善を

地域循環型社会の実現に向け、再エネを積極的に進める主体となり

うる地域新電力が危機に瀕している状況は、電力システム改革の失

敗であり、抜本的に見直さなければならない。

留意点：需要と供給

変動電源の割合が極端に増えると、調整電源による制御が困難にな

り、蓄電設備が必要な場合がある。

ＦＩＴ電気の引き渡し価格（回避可能費用）が市場価格と連動して

いることから地域新電力が地域のＦＩＴ電気調達を減らしてしま

うことも想定される。

容量市場運用により容量拠出金が受け取れることからも、メリッ

ト・デメリットを考慮し、容量市場の参加への検討も考慮されたい。

※自治体としての関与においては、一面的な判断に捉われず、公平性

および公正性を確保するとともに、公共の利益に資することを基本

方針とするべきである。全国に地域新電力の成功事例もあるが、自

治体は地産地消の原点を重んじ、地に足をつけて事業を進める必要

がある。

◎再生可能エネルギーの導入は、地域経済の持続可能な発展において

不可欠な要素である。特に、地産地消型のエネルギー供給を目指し、

再エネを地域で生産・消費する「地域循環型社会」の実現が必要で

ある。これにより、地域内でのエネルギー自給率を向上させ、エネ

ルギー供給の安定性と地域経済の強化が図られる。また再エネ事業

を基軸にした地域循環型社会を構築するためには、地域資源を最大

限有効に活用したエネルギー供給体制を整備し、地域内でのエネル

ギー消費を促進することが不可欠である。地域エネルギーによる経

済循環、新たな雇用創出や産業の発展、環境負荷の低減と経済的自

立の実現のため、より高い視座から引き続き積極的に取り組まれた

い。

資料⑨西粟倉村の取組み

財政の見通し

等

その他


